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４.２ 貯水槽式の設置条件 

貯水槽式が必要な場所 

１) 病院、飲食店等で事故等による水道の断減水時にも、給水の確保が必要な場合。 

２) 一時に多量の水を使用する時、または使用水量の変動が大きい時などに、配水管の水圧低下を引き

起こす恐れがある場合。 

３) 配水管の水圧変動にかかわらず、常時一定の水量、水圧を必要とする場合。 

４) 有毒薬品を使用する工場等、逆流によって配水管の水を汚染する恐れのある場合。 

５) その他管理者が必要と認める場合。 

６）詳細については、「貯水槽式が必要な箇所を定める要綱」のとおりである。（資料６７ページ参照） 

４.３ 設計水量 

設計水量は生活環境、業務形態によってそれぞれ異なるため、次のような方法により決定する｡ 

１) 各業態別に「一人１日当たり使用水量」と「使用人員」との積により求める方法。 

２) 各業態別に「単位床面積当たり使用水量」と「延床面積」との積により求める方法。 

４.４ 貯水槽式の容量 

１) 容 量 

貯水槽への給水量は、貯水槽容量と使用水量の時間的変化を考慮して定める。貯水槽への給水量は

１日最大（平均の場合もある）使用水量を使用時間で除した水量とし、貯水槽容量は、水質保全、円

滑な給水を保持するため、１日最大（平均の場合もある）使用量の 4/10～6/10 程度を標準とする。

しかし、ピーク時の使用水量が著しく大きい場合、あるいは配水管の口径や水圧が著しく不十分な場

合等にあっては、貯水槽の容量をピーク時にも十分対応ができるものとし、さらに貯水槽の有効活用

を図る。 

(1) １日最大（平均の場合もある）使用量（表３．１８） 

① 人員による方法 

業態別一人１日当たり平均使用水量 × 居住人員 

② 面積による方法 

業態別、単位床面積当たり平均使用水量 × 延床面積 

(2) 使用（給水）時間 

建築居住者が１日２４時間のうち、給水を使用する時間をいう。 

(3) 毎時平均給水量 

１日最大（平均の場合もある）使用水量（建物１日給水量）を使用（給水）時間で除した値を

いう。 

 

             １日最大(平均の場合もある)使用水量（ｌ/D） 

                      使用（給水）時間（H） 

 

(4) 貯水槽の容量 

① 貯水槽の有効容量は１日最大（平均の場合もある）使用水量の 4/10～6/10 とする。 

② 高置水槽の有効容量は１日最大（平均の場合もある）使用水量の 1/10～3/10 とする。 

③ 高置貯水槽の有効容量は１日最大（平均の場合もある）使用水量の 4/10～6/10 とする。 

毎時平均給水量（ｌ/H）＝ 
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建物面積 
単位給水量 

（１日当たり） 

使用

時間

(h/日)

注 記 
有効面積当たり

の人員など 
備  考 

戸建て住宅 

集合住宅 

独身寮 

200～400ℓ/人 

200～350ℓ/人 

400～600ℓ/人 

10 

15 

10 

居住者１人当たり 

居住者１人当たり 

居住者１人当たり 

0.16 人/㎡ 

0.16 人/㎡ 

 

官公庁・事務所 60～100ℓ/人 9 在勤者１人当たり 0.2 人/㎡ 男子 50ℓ/人 女子 100ℓ/人 

社員食堂・テナント等は別途加算

工場 60～100ℓ/人 操業

時間

+1 

在勤者１人当たり 座作業 0.3 人/㎡

立作業 0.1 人/㎡

男子 50ℓ/人 女子 100ℓ/人 

社員食堂・シャワー等は別途加算

総合病院 1500～3500ℓ/人 

30～60ℓ/㎡ 

16 延べ面積 1 ㎡当たり  設備内容などにより詳細に検討す

る。 

500～6000ℓ/床 12   同 上 ホテル全体 

ホテル客層部 350～450ℓ/人 12   客室部のみ 

保養所 500～800ℓ/人 10    

20～50ℓ/客 

55～130ℓ/店舗㎡ 

10  店舗面積には厨

房面積を含む 

厨房で使用される水量のみ 

便所洗浄水は別途加算 

55～130ℓ/客 

110～530ℓ/店舗㎡ 

10  同 上 同 上 

定性的には、軽食、そば、和食、

洋食、中華の順に多い 

20～50ℓ/食 

80～140ℓ/食堂㎡ 

10  食堂面積には厨

房面積を含む 

同 上 

喫茶店 

 

飲食店 

 

 

社員食堂 

 

給食センター 20～30ℓ/食 10   同 上 

デパート 

スーパーマーケット 

15～30ℓ/㎡ 10 延べ面積 1 ㎡当たり  従業員分・空調用水を含む 

小・中・普通高等

学校 

70～100ℓ/人 9 （生徒+職員） 

１人当たり 

 教師・従業員分含む。プール用水

（40～100ℓ/人）は別途加算 

大学講義等 2～4ℓ/㎡ 9 延べ面積 1 ㎡当たり  実験・研究用水を含む 

劇場・映画館 25～40ℓ/㎡ 

0.2～0.3ℓ/人 

14 延べ面積 1 ㎡当たり 

入場者１人当たり 

 従業員分・空調用水含む 

ターミナル駅 

普通駅 

10ℓ/1000 人 

3ℓ/1000 人 

16 

16 

乗降客 1000 人当たり

乗降客 1000 人当たり

 列車用水・洗車用水は別途加算従

業員分・多少のテナント分を含む

寺院・教会 10ℓ/人 2 参会者１人当たり  常駐者・常勤者は別途加算 

図書館 25ℓ/人 6 閲覧者１人当たり 0.4 人/㎡ 常勤者分は別途加算 

（空気調和衛生工学便覧 平成７年度版を参照） 

注）１）単位給水量は設計対象給水量であり、年間１日平均給水量でない。 

２）備考欄に特記のない限り、空調用水、冷凍機冷却水、実験・プロセス用水、プール・サウナ用

水などは別途加算する｡ 

表―３．１８ 建物種類別単位給水量・使用時間・人員表 
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４.５ 給水管の取り出し口径決定 

配水管口径より小さいサイズの取り出し口径とする。（第５章１.２取り出し口径参照のこと） 

４.６ メータの口径決定 

１) 貯水槽式給水 

貯水槽の有効容量、使用水量、使用時間等を考慮し決定する。 

２) メータ口径は給水管と同口径とし、定流量弁を設置しメータ性能表（表－３.１０）の適正使用流

量を超過してはならない。（第３章２.４メータ性能に対する給水管口径参照のこと。） 

４.７ 貯水槽式の計算例 

１) 設計条件 

(1) 10 階アパート 50 戸（集合住宅） 

(2) 各戸の使用実態 ３LDK 

(3) 貯水槽     地上式（高置水槽あり） 

２) 貯水槽の有効容量 

(1) 日最大使用量 

  (表３.１８より)    (表３.７より) 

１人当たり使用量   １戸当たりの使用人数  使用戸数 

260ℓ/人   ×    ４人/戸    ×  50 戸  ＝52000ℓ＝52.0 ㎥ 

(2) 貯水槽の有効容量 

日最大使用量   係数（第 3章 4.4（4）より） 

52.0 ㎥   ×  4/10         ＝20.8 ㎥ 

(3) 高置水槽の有効容量 

日最大使用量 係数（第 3章 4.4（4）より） 

52.0 ㎥   ×  1/10         ＝5.2 ㎥ 

３) 給水管口径決定 

(1) 毎時平均給水量（第 3章 4.3 より） 

日最大給水量       52.0 ㎥/日  

 使用（給水）時間      15H          

(2) メータ口径及び取り出し給水管口径 

毎時平均給水量  メータ適正使用量（表―3.10） 

3.47 ㎥/H  ＜  4.00 ㎥/H   φ40 

以上よりメータ口径及び取り出し給水管口径は、φ40 となる。 

４) 計算結果 

(1) 貯水槽の有効容量   20.8 ㎥ 

(2) 高置水槽の有効容量   5.2 ㎥ 

(3) 給水管口径       φ40 

(4) メータ口径       φ40 

= = 3.47 ㎥/H
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貯水槽に、給水管を落とし込みとする場合は、規定の吐水口空間を確保すること。 

呼び径が２５ｍｍ以下の場合は、次表による。 

                  表－３．１９ 

呼び径の区分 
近接壁から吐水口の中

心までの水平距離 

越流面から吐水口の

中心までの垂直距離 

13ｍｍ以下 25ｍｍ以上 25ｍｍ以上 

13ｍｍを超え 20ｍｍ以下 40ｍｍ以上 40ｍｍ以上 

20ｍｍを超え 25ｍｍ以下のもの 50ｍｍ以上 50ｍｍ以上 

備考 １ 浴槽に給水する場合は、越流面から吐水口の中心まで垂直距離は５０ｍｍ未満であっては

ならない。 

 ２ プール等の水面が特に波立ちやすい水槽並びに、事業活動に伴い洗剤又は薬品を使う水槽

及び容器に給水する場合には、越流面から吐水口の中心までの垂直距離は２００ｍｍ未満

であってはならない。 

   

                  表－３．２０ 

近接壁の

影響がな

い場合 

近接壁も影響がある場合 

近接壁１面の場合 近接壁２面の場合 

壁からの離れ 壁からの離れ 

3d 以下 
3d を超え

5d 以下 

5d を超え

るもの 
4d 以下 

4d を超え

6d 以下 

6d を超え

7d 以下 

7d を超え

るもの 

1.7d’+5 

3.0d’ 2.0d’+5 1.7d’+5 3.5d’ 3.0d’ 2.0d’+5 1.7d’+5

注） １ ｄ：吐水口の内径（mm）  d’：有効開口の内径（mm） 

２ 吐水口断面が長方形の場合は長辺を dとする。 

３ 越流面より少しでも高い壁がある場合は近接壁とみなす。 

４ 浴槽に給水する場合は、越流面から吐水口の最下端までの垂直距離は５０ｍｍ未満であって

はならない。 

５ プールなど水面が特に波立ちやすい水槽並びに事業活動に伴い洗剤又は薬品を使う水槽及

び容器に給水する場合には、越流面から吐水口最下端までの垂直距離は２００ｍｍ未満であ

ってはならない。 
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図－３.２６ 

 

２) 波立ち防止 

満水面の波立ち防止は、図－３.２７のとおりとする。 

 

 
 
 
 
 
 

図－３.２７ 

 

波立ち遮へい板 

遮へい板取付ボルト 

波立ち遮へい板 

遮へい板取付ボルト 

給水管 
吐水口空間 

約 50cm 

最高水位 

真空破壊孔(吐水口断面積の 2 分の 1 以上) 

（越流面） 
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(4) やむを得ずポンプを貯水槽のスラブ上に設置する時は、適切な油漏れの防止並びに振動防止を

施すこと。 

７) 水撃防止 

水栓その他水撃作用を生じるおそれのある給水用具は、水撃限界性能を有するものを用いること。 

または、その上流部に近接して水撃防止器具を設置すること等により、適切な水撃防止のための措

置を講じること。 

(1) 水撃作用の発生と影響 

配管内の水の流れを給水栓等により急開閉すると、運動エネルギーが圧力の増加に変わり急激な

圧力上昇（水撃作用）がおこる。 

(2) 貯水槽等の水撃作用を生じるおそれのある給水装置 

水撃圧は流速に比例するので、給水管における水撃作用を防止するには、基本的には管内流速を

遅くする必要がある。（一般的には 1.5～2.0m/s）しかし、実際の給水装置においては安定した使用

上の状況確保は困難であり、流速はたえず変化しているので次のような装置または場所において水

撃作用が生じるおそれがある。 

① 次に示すような開閉時間が短い給水栓等は過大な水撃作用を生じるおそれがある。 

ア、レバーハンドル（ワンタッチ）給水栓 

イ、ボールタップ 

ウ、電磁弁 

エ、洗浄弁 

オ、元止め式瞬間湯沸器 

② 次の場所においては、水撃作用が増幅される恐れがあるので、特に注意が必要である。 

ア、管内に常用圧力が著しく高い所 

イ、水温が高い所 

ウ、屈折が多い配管部分 

エ、貯水槽 

(3) 貯水槽等の水撃作用を生じるおそれのある場合は、発生防止や吸収装置を施すこと。 

① 水圧が高水圧となる場所は、流量調整装置である減圧弁、定流量弁等を設置し給水圧または流

速を下げること。 

② 水撃作用発生のおそれのある箇所は、その手前に近接して水撃防止器具を設置すること。 

③ 警報装置および制御装置 

ア、貯水槽には満水、減水の警報装置を設置するものとし、定水位弁より貯水槽の外部に設置

すること。制御電極棒およびボールタップは、点検しやすいマンホールの近くに設置するも

のとする。 

イ、ボールタップの使用にあたっては、比較的水撃作用のない複式、親子２球式および定水位

弁等から、その給水用途に適したものを選定すること。 

ウ、貯水槽等にボールタップで給水する場合は、必要に応じて波立板等施すこと。 

エ、貯水槽から高置水槽への揚水は、水面自動制御方式またはフロートスイッチ方式のポンプ

運転により行うものとすること。 

オ、装置の制御盤には、故障表示のブザーまたはベルを管理人の常駐する場所に設置し、速や

かに措置できるようにする。 
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④ 適正流入の調整 

メータ適正流量にみあう流入量に調整するため、吐水口口径が４０ミリ以上の場合は、定流量弁

を設置すること。 

４．１０ 配管の構造 

貯水槽以下の装置は、飲料水の配管設備であっても、水道法でいう給水装置には含まれないが、各

戸検針を希望の需要家においては、メータの検針を行う観点からメータ周りの保守点検が容易に行え、

管の損傷防止等の措置が講じられ、また、管内の水が汚染されないものでなければならない。 

１) 止水器具 

給水主管から各系統階への主要分岐管には、分岐点に接し、かつ操作を容易に行うことができる部

分に止水器具を設けること。 

２) 管の固定 

管を支持し、または固定する場合は、支持金具又は防振ゴム等を用いて有効な振動及び衝撃の緩和

の措置を講じること。 

３) 防護措置 

管の凍結、結露、腐食及び電食に対しては、防護措置を講じること。 

４) 吸排気弁、水抜き 

管路の維持管理を容易にするためには吸排気弁・水抜きを設置すること。（第５章 4.1 を参照のこ

と。） 

５) 減圧装置 

管路に著しく水圧が過大となるおそれのある場合は、水圧の均衡を保つために、適正な減圧装置

を適宜に施すこと。 

６) 交叉連結 

管は飲料水の汚染防止のため、給水装置以外の配管設備と直接連結してはいけない。 

７) 配管の材質 

配管の材質は、耐久性があり、かつ、飲料水を汚染するおそれのないもので、給水装置構造・材質

基準に適合しているものが望ましい。 

８)ユニット化装置の使用 

水道ユニット化装置を使用する場合は、給水装置構造・材質構造基準に適合するのが望ましい。 

９) ユニット化装置の種類 

① 器具ユニットとは、流し台、洗面台、浴槽、便器に必要な器具と給水管を組み立てたものをい

う。 

② 配管ユニットとは、板、枠等に配管を固定したものをいう。 

③ 設備ユニットとは、器具ユニットまたは配管ユニットを組合わせたものをいう。 

１０) サヤ管ヘッダ配管方式の使用 

近年のビル・マンション等の宅内については、スペース等の問題でやむを得ず床下に配管せざるを

得ない場合は、サヤ管ヘッダ配管方式が、施工が簡単で、漏水時の修理交換が容易であり使用する

のが好ましい。また、給水装置構造・材質基準に適合するのが望ましい。 

１１) 特殊器具（湯沸し器及び温水器等）を使用する場合は、給水装置構造・材質基準に適合するのが

望ましい。 

 




